
※下記は主な証明書の例です。税務署に申告した際に受付受理された、

　証明書の控え一式をご提出ください。

A 営業所得や不動産収入、雑所得、給与収入等を確認いたします

B 事業所所在地と自宅住所の確認をします。住所が異なる場合のみ必要経費（下記参照②・③）

に含むことができます。

C 総収入金額から必要経費(下記参照)を引いた金額が、被扶養者認定基準額（※1）を

満たしているか確認します。

（※1）年間130万円未満（60歳以上の方及び障害年金受給者は180万円未満）

 令和5年分
 確定申告書及び収支内訳書【写】

　（業務委託、請負等で発生する収入含）

提出が必要な方 ➡ 事業収入、不動産収入、
　　　　　　 雑所得 等がある方

日野自動車健保で認めている必要経費

　①売上原価　　②地代家賃　　③水道光熱費

確定申告書　第一表 確定申告書　第二表

収支内訳書
（青色申告を行っている場合は、「青色申告決算書」）
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証明書見本

入手先：税務署

B

「確定申告書・収支内訳書」に関するよくある質問



Ｑ 雑所得に金額が記載されていましたが、身に覚えがありません。

何を提出すればよいですか？

Ａ 収入の内容がわかる書類等をご提出ください。

お住まいの市区町村によっては児童手当等や公共の機関等での有償ボランティアの

収入が該当するケースもありますのでご確認ください。

Ｑ 個人事業主ですが収入が低いため税務署で確定申告をしなくて良いと言われ、

市役所で住民税の申告手続きをしました。何を提出すればよいですか？

Ａ 市民税・都（県）民税申告書の写しをご提出ください。

ただし、詳細が確認できない場合は、次年度調査時に確定申告書を提出して

いただく場合もありますので予めご了承下さい。

参考

市民税・都（県）民税申告書


